
伊丹市の人事行政の運営等の状況の公表(令和7年度)

　伊丹市人事行政の運営等の状況の公表に関する条例の規定に基づき、職員の任用状況やその他の勤務条件等について公表
します。
　なお、毎年12月に給与や職員数等の状況を別途公表していますのであわせてご覧ください。



1 職員数

表(1)職員数 (単位：人)
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男性 男性 男性

女性 女性 女性

※再任用職員・任期付短時間職員・育児休業・休職中の職員を含む。

※市長部局には行政委員会を含む。

※特別職及び企業管理者を除く。

2 職員の採用の状況

表(2)令和7年度採用試験・選考実施状況
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471 (62.5%) 472 (64.2%) ▲ 1

　職員数については、組織の簡素・効率化、行政評価による事務事業の見直しや民間委託等を活用する一方、専門性が高い業務につ
いては再任用職員の活用や会計年度任用職員の配置により、適正な定員管理に努めています。
　令和７年４月１日及び令和８年４月１日の職員数は表（1）のとおりです。

部局名
令和8年4月1日 令和7年4月1日 対前年増減数

(35.8%) 9

148 (30.2%) 146 (29.3%) 2

283 (37.5%) 274

(70.7%) 19

209 (95.4%) 205 (95.3%) 4

342 (69.8%) 323

(4.7%) 0

132 (95.0%) 128 (96.4%) 4

10 (4.6%) 10

133 6

上下水道局 67 66 1

(3.6%) 2

58 (86.6%) 56 (85.1%) 2

7 (5.0%) 5
交通局 139

1

468 (73.0%) 502

(14.9%) ▲ 1

173 (27.0%) 161 (26.0%) 12

9 (13.4%) 10

　正規職員の採用については、競争試験等により行っています。それぞれの職種に必要な知識・技能を測るため、短答式筆記試験、論
文試験、適性試験、面接試験、集団討論試験、体力試験等の内から必要な試験を実施しています。
　なお、令和7年度の職員の採用及び選考の状況は表（2）のとおりです。

募集
人員

１次試験実施日
うち

女性数(割合)

5名程度 令和7年5月3日

(12.5%) ▲ 1

1,200 (51.7%) 1,176 (52.2%) 24

0 (0.0%) 1

競争倍率

行政実務経験者 36 36 16 14 11 (27.3%)

職　種 応募者数 受験者数
一次

合格者数
最終

合格者数
採用者数

3.5

大学卒事務職A 278 200 62 11 9 (44.4%)

2.6

社会福祉士 3名程度 8 7 2 2 2 (50.0%)

18.2

大学卒事務職B （民間企業等経験2年以上） 66 57 7 3 3 (33.3%) 19.0

2 2 (100.0%) 8.5

保健師 21 17 6 2 1

社会福祉士 21 17 7若干名

若干名

令和7年7月13日

令和7年7月13日

(100.0%) 8.5

栄養士 57 49 5 1 1 (100.0%) 49.0若干名

(50.0%) 2.0

技術職（電気） 若干名 令和7年7月13日 7 5 3

3 2 0 #DIV/0! 2.0

技術職（建築） 若干名 7 6 3

技術職（土木） 若干名 4 4

3 2

3 2 (50.0%) 1.7

マイナンバーカード担当（任期付） 1名
【C-GAB　plus】

令和7年4月16日～4月27日
3 3 2 1 1 (100.0%) 3.0

公用車両運転等（任期付） 2名 令和7年7月19日 7 7 6 2 2 (0.0%) 3.5

▲ 6

職員数 性別（割合） 職員数 性別（割合） 職員数 性別

市長部局 754 746 8

教育委員会事務局 490 469 21

消防局 219 215 4

(74.0%) ▲ 34

9 (100.0%) 8

伊丹病院 641 663 ▲ 22

ボートレース事業局 9 9 0

合計 2,319 2,255 64
1,119 (48.3%) 1,125 (47.8%)

(87.5%)

令和7年5月3日

10名程度

【教養試験+専門試験】
令和7年7月13日
【C-GAB　plus】

令和7年6月26日～7月14日
※社会福祉士・栄養士はC-

Gabのみ
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3 職員の退職の状況

令和7年度における職員の退職者の状況は、表(3)のとおりです。

表(3)退職者の状況 (単位：人)

※再任用職員の退職は含まない。

8.0

歯科技工士（次年度採用） 1 令和8年1月17日 1 1 1 1 1 (0.0%) 1.0

臨床検査技師（次年度採用） 1 令和7年12月24日 8 8 1 1 1 (100.0%)

1 令和8年2月26日 1 1 0 0 0 #DIV/0! #DIV/0!

0 0 0 #DIV/0! #DIV/0!

救急救命士（当該年度採用）

1 令和7年4月25日 1 1 1 1 1 (0.0%) 1.0

1 令和7年11月6日 3 3 1 1 1 (0.0%) 3.0

#DIV/0!

医療情報技師（次年度採用） 1 令和7年12月19日～1月13日 1 1 1 1 1 (0.0%) 1.0

事務（当該年度採用） 若干名 令和7年9月13日～9月23日 12 11 11 0 0 #DIV/0!

1.0

理学療法士（当該年度採用） 1 令和7年7月31日 5 4 1 1 1 (100.0%) 4.0

管理栄養士（当該年度採用） 1 令和7年5月13日 1 1 1 1 1 (100.0%)

8 7 (100.0%) 4.0

看護職（当該年度採用） 若干名 令和7年4月26日 5 3 2 2 2 (100.0%) 1.5

映像クリエイター（任期付） 若干名 令和7年11月9日 6 6 0 0 0 #DIV/0! #DIV/0!

広報デザイン（任期付） 若干名 令和7年11月9日 19 19 5 1 1 (100.0%) 19.0

社会人経験者 5名程度
【C-GAB　plus】

令和7年10月21日～11月3日
105 102 41 14 13 (61.5%) 7.3

技術職（土木） 若干名 令和7年11月16日 5 4 3

30 29 (96.6%) 2.0

大学卒消防職 62 25 8

3 2 (0.0%) 1.3

保育教諭等 30名程度 令和7年8月30日 82 60 45

4 6 (0.0%) 5.8

医事課事務（当該年度採用） 令和7年9月13日～9月23日 1 1 1

4名

3 4 (0.0%) 8.3

短大・高校卒消防職 32 23 8

看護職（次年度採用） 若干名 令和7年4月26日 32 32 8

1 1 (100.0%) 1.0

地域医療連携室事務（次年度採用） 令和7年12月19日～1月13日 1 1 1 1 1 (100.0%) 1.0

医師事務作業補助者（当該年度採用） 若干名 令和6年10月17日 4 4 2 2 2 (100.0%) 2.0

診療看護師（当該年度採用） 1 令和7年11月6日 1 1

合計 0 110 6 3 3 122

ボートレース事業局 0 0 0 0 0 0

教育委員会事務局 0 18 0 3 0 21

令和7年9月21日

令和7年9月21日

若干名

1

定年退職 任期満了 その他 合計

市長部局 0 19 4 0 1 24

普通退職 勧奨退職

上下水道局 0 0 0 0 0 0

伊丹病院 0 67 2 0 1 70

1 4

交通局 0 3 0 0 0 3

消防局 0 3 0 0



4 職員の給与の状況

令和7年度に職員に支給した給与は、表(4)のとおりです。

表(4)令和7年度職員給与決算見込額 (単位：千円)

※特別職を除く。

5 職員の勤務時間

一般職員の勤務時間の設定は表(5)のとおりです。

表(5)職員の基本的な勤務時間

期末勤勉手当 1,375,961 829,049 387,257

職員数
(令和7年3月31日現在)

755 467 214 132 66 633 10

給料 3,005,474 1,868,454 846,149 558,574 270,494,696 2,617,686 42,278

5,555 3,619,256 36,101 903

市長部局 教育委員会事務局 消防局 交通局 上下水道局 伊丹病院 ボートレース事業局

3,975 0 51,416 0

地域手当 288,496 176,595 82,127 52,561 26,199,223 248,520 4,208

扶養手当 78,562 44,663 44,491 21,090 13,279,773 51,079 1,440

通勤手当 56,741 29,410 11,296

5,925 4,086,000 59,726 0

管理職手当 117,060 48,554 21,895 4,371 7,332,000 95,000 3,040

時間外勤務手当 255,282 137,463 130,067 170,931 15,139,688 185,487 1,285

夜勤手当 0 0 18,507

宿日直手当 0 0 0 0 0 16,518 0

250,247 124,633,025 798,734 19,622

特殊勤務手当 113 5,316 11,432 19,369 61,440 280,965 0

住居手当 61,149 37,245 16,072

管理職員特別勤務手当 4,388 2,694 1,754 18 153,000 64 21

初任給調整手当 0 0 0 0 0 9,846 0

開始時間 終了時間 休憩時間 1週間の勤務時間

本庁
8時45分 17時30分

12時00分～13時00分 38時間45分

9時00分 17時45分

交通局 9時00分 17時45分

上下水道局 8時45分 17時30分

伊丹病院 8時30分 17時15分

ボートレース事業局 8時45分

教員特別手当 0 3,200 0 0 0 0 0

※企業会計において、期末勤勉手当額は、実支給額。
　　（平成26年度から会計基準の見直し（引当義務化）のため、企業の決算書とは数値が異なる。）

17時30分



6 職員の休暇制度の状況

表(6)各種休暇制度等の状況

　　　以下の場合において、特別休暇を願い出て承認されたときに付与される休暇

　職員が父母の追悼のための特別な行事のため勤務しないことが相当であると認められる場合 1日

　職員が夏季における盆等の諸行事、心身の健康の維持及び増進等のため勤務しないことが相当で
あると認められる場合

 満3歳に満たない子を養育するため、職務に従事しないことを認める制度 子が3歳に達する日まで

　職員が負傷、疾病又は老齢の要介護者の介護、その他の世話を行うため勤務しないことが相当と認
められる場合

5日以内
(2人以上の場合は10日以内)

　女子職員が生理日において勤務することが著しく困難である場合 2日以内

　女子職員が妊娠による疾病等のため勤務することが著しく困難であると認められる場合 5日以内

　職員の親族が死亡した場合 続柄により7日以内

(2人以上の場合は10日以内)

種類 基準等 日数等

年次有給休暇 年度ごとに付与 20日

特別休暇

　職員が選挙権その他公民として権利を行使する場合で、その勤務しないことがやむを得ないと認めら
れる場合

必要と認められる期間

　職員が裁判員、証人、鑑定人、参考人等として裁判所等へ出頭する場合 必要と認められる期間

　職員が骨髄移植のための骨髄液のドナーとして登録又は骨髄液を提供する場合 必要と認められる期間

　職員が自発的に、かつ、報酬を得ないで被災者を支援する活動や身体障害者療護施設・特別養護老
人ホーム等における活動等の社会貢献活動を行う場合

5日以内

育児休業

部分休業
 小学校就学の始期に達するまでの子を養育するため、1日の勤務時間の始めまたは終りに30分を単
位として2時間を限度に勤務に従事しないことを認める制度

子が小学校就学の
始期に達するまで

育児短時間
勤務

 小学校就学の始期に達するまでの子を養育するため、短時間勤務(週勤務時間20時間～25時間)を認
める制度

子が小学校就学の
始期に達するまで

　職員が結婚する場合 結婚後以後5日以内

　8週間（多胎妊娠の場合にあつては14週間）以内に出産する予定である女子職員が申し出た場合 出産の日まで

　女子職員が出産した場合 出産の日後8週間

　生後1年6月に満たない子を育てる職員がその子の保育のために必要と認められる授乳等を行う場合 1日2回それぞれ45分以内

　不妊治療に係る通院等のため勤務しないことが相当であると認められる場合
5日以内

(体外受精等を受ける場合は10日以内)

　職員の妻が出産する場合で、出産に伴い勤務しないことが相当であると認められる時 3日以内

　職員の妻が出産する場合で、その産前・産後期間中に出産に係る子または中学校就学前の子を養
育するため勤務をしないことが相当であると認められた時

5日以内

　中学校就学の始期に達するまでの子に対する負傷又は疾病にかかった子の世話や、予防接種や健
康診断、感染症に伴う学級閉鎖及び出席停止、子の教育もしくは保育に係る行事参加（入園式、卒園
式、入学式、卒業式）により勤務をしないことが相当であると認められた時

5日以内

5日以内

　職員が地震、水害、火災その他の災害により、住居の滅失・損壊、交通遮断、危険の回避等のため
勤務しないことが相当であると認められる場合

7日以内

　職員が心身の活力の維持及び増進を行ない、職務への意欲の喚起、自己研鑚又は充実した生活を
実現するための生活設計を図るため勤務しないことが相当であると認められる場合（勤続10年及び20
年に達した場合）

連続する5日以内

介護休暇
 職員が配偶者、父母、子、配偶者の父母等で負傷、疾病又は老齢により2週間以上の期間にわたり日
常生活を営むのに支障があるものの介護をするため、勤務しないことが相当であると認められる場合

合計6月以下の
期間内で3回以下

介護時間
 職員が配偶者、父母、子、配偶者の父母等で負傷、疾病又は老齢により2週間以上の期間にわたり日
常生活を営むのに支障があるものの介護をするため、1日の勤務の一部を勤務しないことが相当であ
ると認められる場合

連続する3年の期間内

　職員の休暇は、年次有給休暇、病気休暇、特別休暇、介護休暇、介護時間があります。また、地方公務員の育児休業等に関する法
律に基づく育児休業、部分休業及び育児短時間勤務制度があります（表(6)）。
　令和7年度における年次有給休暇、介護休暇、育児休業、部分休業、育児短時間勤務制度の取得状況は表(8)のとおりです。



表(7)年次有給休暇・介護休暇・育児休業・部分休業・育児短時間勤務制度の取得状況（令和7年度）

① 年次有給休暇の取得状況(市長部局)

② 介護休暇・育児休業・部分休業・育児短時間勤務制度の取得者数

※令和7年度に新たに取得した人数。

7 職員の分限及び懲戒処分の状況

表(8)分限処分及び懲戒処分の状況（令和7年度）

①　分限処分の状況 (単位：件)

※同一の者が複数回にわたり休職処分に付された場合、その数を重複して計上している。

②　懲戒処分の状況 (単位：件)

8 職員の退職管理の状況

年間取得日数 15.2日

男性 女性

介護休暇 0 0

育児休業 37 42

0

部分休業 16 86

育児短時間勤務 0 4

　分限処分とは、公務能率の維持を目的に職員になされる処分であり、心身の故障によるものや職に必要な適格性を欠く場合の処分があ
ります。
　懲戒処分とは制裁的処分であり、職員の義務違反に対するものや全体の奉仕者にふさわしくない非行のあった場合があります。
　令和7年度の分限処分及び懲戒処分の状況は表(8)のとおりです。

処分の種類
免職 休職 降任 降給 合計

処分の事由

勤務実績が良くない場合 0 0 0 0 0

処分の種類
戒告 減給 停職 免職 合計

処分の事由

心身の故障の場合 0 178 0 0 178

職に必要な適格性を欠く場合 0 0 0 0 0

職制、定数の改廃、予算の減少により廃職、過員を生じた場合 0 0 0 0

刑事事件に関し、起訴された場合 0 0 0 0 0

条例で定める事由による場合 0 0 0 0 0

法令に違反した場合 0 0 1 0 1

職務上の義務に違反し又は職務を怠った場合 9 0 0 0 9

全体の奉仕者たるにふさわしくない非行のあった場合 0 0 1 0 1

　地方公務員法の改正（平成28年4月1日）に伴い、市を退職し企業等に再就職した元職員（以下「再就職者」という。）による現職職員への
働きかけの禁止等が新たに同法に規定されました。
　市では、再就職者による再就職状況の届出義務化などを規定した「伊丹市職員の退職管理に関する条例」を平成28年4月1日から施行
し、退職管理のより一層の適正化に取り組むこととしました。
　令和7年度における同条例に基づく届出件数はありませんでした。



9 職員の研修の状況

表(9)令和7年度職員研修実施状況

10 昇任の状況について

表(10)令和7年4月1日昇任者数

11 人事評価制度について

表(11)評定の状況

業績評価：令和8年4月1日～令和9年3月31日

能力評価：令和8年4月1日～令和9年3月31日

業績評価：令和9年2月1日

能力評価：令和9年2月1日

全職員

基本研修
組織のニーズに基づき、各人に共通の土台となる資質を身に付ける。
(階層別研修（新規採用、新任主任、新任主査、課長級、再任用等）) 2,488

人権研修
市職員として人権感覚を磨く。
(階層別人権研修、職場人権研修、各種研究集会への派遣研修等) 3,979

　伊丹市総合計画（第６次）の着実な推進に向け、人材育成基本方針に基づき、「自ら課題解決に向けて積極的に行動できる職員（自律型
職員）」を育成するため様々な研修を実施しています。
　主任級、主査級、課長級の各階層別研修では、リーダーシップ能力向上に関するスキルや知識を身に付けることができるよう主任リー
ダー研修や初級マネジメント研修、新任課長級研修を実施しました。また、職員自らの積極的な能力開発とモチベーションの向上を支援す
るため、職員が希望する科目を受講できる公募型研修として、Webデザイン研修やアサーティブコミュニケーション研修を実施しました。
　この他、自治大学校や市町村アカデミー等への派遣など多様な高度専門研修に加え、総務省自治実務研修への派遣などの派遣研修プ
ログラムの充実を図りました。研修の受講者数は、延べ46,905名で、その内訳は表(9)のとおりです。

区分 内容 受講のべ人数

自主研修
職員の自己啓発、相互啓発を支援する。
（自己啓発に関する講座、先進自治体への視察等） 37

職場研修
部・室・課・グループ単位での集合研修
(環境マネジメント研修、業務内容に関する専門研修等) 39,097

1,031

派遣研修

外部の研修機関に派遣することにより、同じ課題を持つ人と情報を交換し、自己の能力の向上を図る。
（自治大学校、国土交通大学校、全国建設研修センター、市町村アカデミー、国際文化アカデミー、兵庫県自治研修所
等へ派遣等） 273

合計 46,905

　昇任などは、勤務成績評定を参考に選考に基づいて決定されます。市全体で令和8年4月1日付で、部長級2人、次長11人、課長級17人、
副主幹級2人、主査級48人、主任級26人の昇任がありました。令和8年4月1日付での昇任者数は表(10)のとおりです。

役職 人数 うち女性数 女性比率

主査級 48 16 33.3%

主任級 26 14 53.8%

実務専門研修
職場のニーズに応じた実務研修、応急手当、交通安全等に関する知識を身に付ける。
（新任財務会計担当者研修、普通救命講習会等）

部長級 2 0 0.0%

次長級 11 3 27.3%

課長級 17 5 29.4%

副主幹級 2 0 0.0%

評定対象者

評定項目 業績評価(業績目標の達成度)・能力評価(職務遂行過程における能力の発揮状況)

合計 106 38 35.8%

　地方公務員法の改正に伴い、平成28年度より本格的に、能力と業績を把握した上で行われる人事評価制度を導入いたしました。
　この制度は単に目標の達成について、良し悪しの判断をすることを目的としているのではなく、目標設定を通じて組織目標の理解を深め
たり、年度末の振り返りを通じて今後の取り組み課題を見つけるなど、職員自らが能力を向上させ、成長していく過程を支えるための制度で
あり、従前より進めてきた職員の人材育成をより一層推進させる仕組みとして活用することを目的としています。評定の状況は表(11)のとお
りです。

項目 内容

評定期間

評定基準日



12 福利厚生について

表(12)職員の福利厚生の状況

①　健康管理事業 (単位：人)

②　厚生事業 (単位：件)

13 職員からの措置請求・審査請求について

表(13)措置要求・審査請求の状況

14 特定事業主行動計画に基づく措置の実施の状況について

表(14)特定事業主行動計画に基づく措置の実施の状況(令和8年4月1日時点)

① 管理職の女性割合及び各役職段階に占める女性職員の割合

②男性職員の配偶者出産休暇取得状況(令和7年度)

③男性職員の育児参加のための休暇取得状況(令和7年度)

④男女別の育児休業取得者数及び取得率(令和7年度)

性別
新たに育児休業取得
可能となった職員数

育児休業取得者数 取得率

60 178 33.7%

副主幹級 14 15 29

　地方公共団体は地方公務員法の規定により、職員の保健、元気回復その他厚生に関する事項について計画を立て、実施しなければなら
ないことが定められています。本市職員の共済制度は、兵庫県市町村職員共済組合が実施しています。
　また、職員は伊丹市職員厚生会に加入し、福利厚生の充実を図っています。詳細は表(12)のとおりです。

項目 事業内容 令和7年度実績

定期健康診断 胸部Ｘ線、血液、胃部Ｘ線検査等を全職員を対象に実施 1,287

カウンセリング相談事業 カウンセリングや精神科産業医、保健師等による相談事業を実施 716

項目 事業内容 令和7年度実績

カフェテリアプラン
人間ドック・通信教育・旅行費用・育児介護サービス等のメニューの中から選択、
会員に与えられたﾎﾟｲﾝﾄの範囲内で補助を受ける制度

4,161

特別健康診断
ＯＡ機器作業従事者を対象にしたＶＤＴ検診、有機リン及び結核検査など職種に応
じた特別健康診断を実施

278

人間ドック補助 35歳以上の組合員を対象に実施 744

メンタルヘルス研修会 職位や経験年数に応じて研修会を実施 268

27.3%

33.7%

部長級 31 3 34 8.8%

次長級 83 25 108 23.1%

課長級 118

一般職 401 616 1017 60.6%

　職員は、公平委員会に対して、給与その他の勤務条件に関して、使用者である地方公共団体の当局が適当な措置を執るべきことについ
ての要求を行うことができることとなっています。またその意に反して懲戒処分等、不利益な処分を受けたと思うときは、それについての審
査請求を行うことができることとなっています（地方公務員法第46条、第49条の2第1項）。
　令和7年度において、勤務条件に関する措置の要求や不利益処分に関する審査請求はありませんでした。

区分 件数

勤務条件に関する措置の要求の状況 該当なし

不利益処分に関する審査請求の状況 該当なし

　女性の職業生活における活躍の推進に関する法律第21条の規定に基づく女性の職業選択に資する情報の公表及び次世代育成支援対
策推進法第19条に基づく特定事業主行動計画に基づく措置の状況です。詳細は表(14)のとおりです。

全体 男性 女性 計 女性割合

理事級 2 0 2 0.0%

36 22 61.1%

新たに育児休業取得
可能となった職員数

育児参加のための休暇
を取得した職員数

取得率

36 14 38.9%

計 1,200 1,119 2,319 48.3%

新たに育児休業取得
可能となった職員数

配偶者出産休暇
を取得した職員数

取得率

51.7%

主査級 344 198 542 36.5%

主任級 207 202 409 49.4%

男性 36 30 83.3%

女性 36 36 100.0%

計 72 66 91.7%


